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管理革新の基礎(1 ) 

一一バーナード権威論の展開?ー

小泉良夫
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1.序

ドラッカーは，今から20年前に，企業の基本的機能のーっとして革新を挙

げているが，近年に至って「企業者的革新こそ，経営の心臓部であり，核心

となる」と，この命題に対す石確信をますます深めているようである。確か

に，技術革新は，企業にとって，不確実性との取組という重大な費用を伴う

けれども，経営環境の変化に対応して自己の存続と成長とを確保する重要な

契機をなすものと言わなければならない。
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同時に，バーナードが民ic，技術革新は離縁呂的の有効な議成を経済的に

成就するために必撃さとされているのであるが，組町織技術上の発明と革新とは

他ならぬこの技術革新に対ずる経済性の要求から必要となる，と述べている

Lなければならなし、。ここで強調されてし、る革新の経済性とは，彼

の用語法に於ける組機能率を意味し，それは単なる物的経済性のみならずョ

生物的，社会的， 1溺人的及び精神的な効照会も含む組織効用の経済という総

合的，全体的観点からする経済性であることは，言うまでもないところであ

ろう O そして，この競鱗技術上の発明と革新とてと，通用に従って管理革新と

呼べば，援の主張は，管埋革新が能率的な技術革新の前捻条件となる

ある泰宏明らかにするものと言えよう。この点を認識すれば食近年の感受性

訓練 Tgr語れ?とか組織機発ODなどの管漉改善のための諸技法の議行も放

なしとはしないのである。

然し，管理革新の成功は，技術革新のそれよりも護かに困難なものである

ことが，さまざまの研究から明らかとなっている。従って，

れればされる程，鐙織の実態を冷静に綴察し，革新の遊行を揚げ

ている戦略的要揺さど分析することが必要となるのである。周知のように，ハ

ーナー lごは，議織の構成要潔として紙連，貢献意欲及び共通目的を挙げ，経

る要素は専門化，誘劉の経済，組織伝識の権威，そし

決定であるとしている。つまり，総織の均衡を維持しようとする

総行動の研究は，これら管理詰潔の各銀域に於ける戦略的要匿の析出から

出発しなければならないのでるる。

ところで，組織‘行動の調整の有効性を直接に決定する鍵要鴎は，認織の権

威であると言ぎってもよいであろう O パ…ナード組織論の継承者と閲されるす

イモンも，権威は，築諮活動の調整に不可欠な手段 toolであり表それが組

織に公式的構造な与えていると 2 その重楽性を鳴らかにしてし、る。そこで本

ノミ…ナードに基づいて組織の恥む的意題、調整メカニズムとしての権威

の本質を究拐しそこから現代の組織管理上の基本釣線題を分析しようとす

るものである。
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1) Peter F. Dn，1cker， The PractIce of )11anagement， 1954. 

2) Peter F. Drucker， Magaement's New Role， HBR.， vol. 47 no， 6 (November-

December 1969)， pp. 49-54. 

3) Chester 1. Barnard， The Functions of the Executive， 1938， p. 238， fobt note 

3. 

4) 管理革新とL、う用語は今日広く使われているが，ロウ=ボイスは，それを管理者

の責任という観点から次のように定義している。「ある組織にとって新しく，そし

て管理者の責任に関する一つ以上の問題の好結果を粛す解となるような意思決定

と課業J(LloydA.Rowe and William B. Boise ed.， Organizational and Mana-

gerial Innovation : A Reader， 1.973， p. 7)。因みに，彼等の管理責任の内容は，

(1)組織の第1次的目標の開発， (2)必要資源の結集と配分， (3)従業員が組織目標に

一体化し，それに貢献するよう動機づけるような組織風土づくり， μ)重要な外部

諸組織，集団，個人との接触の維持， (5)本質的な組織過程の調整と組織のコンフ

リクトの解決などである (ibid.)。

5) この点については，拙稿「組織の革新に関する一考察」北大経済学研究 第20巻

第4号 (1971年1月)を参照されたい。

6) Herbert A. Simon， Administrative Behavior， n ed.， 1957， p. 124 and p. 135. 

2. 組織目的と意思調整

公式組織は，公式の協働目的とそれを達成するための明確な構造とを有す

ることにより，非公式組織とは識別される。つまり，公式組織は特定目的の

達成を志向するシステムであると定義することができょう。そこで先ず，人

聞の意思が如何にして組織目的の達成に志向されるかとし、う組織の意思調整

のメカニズムの特質が，バーナードやサイモンの組織論では，どのように認

識されているかを，組織目的と組織構成員との関係から吟味してみよう。

(1) 組織構成員

バーナ[ドーーサイモンの枠組に於ける組織構成員の概念は，徹底した機

能的理解に基づいているのがその特色である。パーナードは，たとえば企業

について，管理者，一般従業員はもとより，株主，顧客，官権者，仕入先なども，

組織を構成するメンバーとみなければならないと言っている。これは，一見

奇異な見解と感ぜられるかもしれない。我々は，株主や管理者を企業の意思
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主体として捉え，顧客，綾権者，仕入先及び労働穏などは，これと対立する

加簡の経済主体とする君、考に馴染んでいるからである O

、然1.-，

物的効用

の協鵠体としてみれば，上記の人々は，等しく，一定の

〈たとえば靴の生産〉という共通の企業話的に，開等かの活

動やき努力を業献している認識の参加者として理解することができょう。つjま

り，人間の相互作用から必然的に生ずる椴習?制度，規範に基づき(社会的

構成要素)，さまざまな動機や態震の人々が〈偶人的構成要素)，貨幣，土地，

機械設備，主主材料及び精神的・肉体的労働〈物的・生物的構成課索〉

を，企業言的のために提換しているとみる訳である。この場合，人は，

にFJf隠すというより，何等かの機能を金業宮前の連成に爽醸する殺をとし

えられている。その貢献する話欝や諸力が，何等かの意味で企業日的の達成

のために調整(組織記〉されている堕ちに於て，彼は，貢語訳者であり組織機

とみなされるのである。このような機能的琵地からすれば，

政詩や統制機関などの関係諸問体，更には地域社会までも認織構成員である

と言えよう。そして，企業が有機的な統合d体とされるのは，こうしたさまざ

ぎの機能な担った人々の箆献活動が一定のほ的によって統一的に調整されて

いるからなのである。

ところで，現ftに於ては 1人の人がたとえば従業員であると共に株主と

なっていたり，室誌は労働組合'良であり，宗教図体にお銭し政党員となり，

スポ…ッ団体のメンバーであるというように，関組織と竣雑，多党的な関係

ぜなもつのが通常である。こうしたますます顕著となりつつある多元的経議参

加の館向は，一方では経織構成員概;急の機能的認識の議要性合示すと

他方では， (]由意思と限られた能力さと以てその多様な欲求をよりよく議たそ

うとする人間存在，郎、物的，生物的，社会器製悶の独特に{題性先した，特

主主の組織に外在する全体殺としての個人人格の存在を示段している。

換言すれば，上述の多機な機能の貢献者は，皆彼等自身のより高い個人的

目的のよりよい充足のために諸鑑識に参加しているのであり，特定組畿への

貢露支は彼等の金時爵多全人格の一局障を点めるに過ぎなし、ということである。
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人は，特定組織に於て，貢献者(或は役割人)として行動するが，それと表

裏の関係で個人としての立場を常に併せ持っているのである。個人としての

人間の組織参加は，それによって期待される何等かの誘因のためであり，彼

の関心は，専ら組織の与える満足(誘因〉がそれと引換えに要求される負担

(貢献〉を何程越えるかとしづ個人的経済にあると考えられる。

こうした個人と組織との二重の関係の認識に基づき，組織の個人に与える

影響，つまり組織目的による調整の内容を，更に詳細に検討してみよう。

(2) 組織目的による調整

ある企業がたとえば「今年度の売上高O億円」という目的を設定した場合，

それは組織構成員にとって如何なる意義を有するであろうか。

それは先ず，組織活動が達成すべき事業目的(たとえば靴の生産〉を表わ

している。従って，そのための生産計画が樹てられ，資金が確保され，原材

料が供給され，機械装置が操作され，製品が輸送され，販売されなければな

らないであろう。全参加者の貢献活動は，この事業目的の達成に向って調整

されることになる。この調整に従って，組織構成員は専門化された機能を組

織に貢献するのである。そして，個々の貢献者の技術的能力の調整された総

合的成果が，この企業の有効性を示している。

ところで，個人が組織に今述べた貢献を敢てするのは，それと引換えに自

己の個人的動機がよりよく満たされるとの期待をもつからであった。顧客が

靴の代金を支払うのは，その製品の所有によって得られる物的又は社会的効

用のためである。同様に，従業員はよりよい生活水準や昇進を，管理者はよ

り優越し安定した地位を，株主は会社の成長による持分の増大やより多くの

利益配当を，債権者や仕入先は確実な利子と代金の支払を期待している。彼

等が協働に参加し，組織の調整を受容するのは，こうした誘因の期待のため

である。借って，靴の売上高O億円とし、う事業目的は，全参加者のこれらの

誘因の期待を調整した弘の，つまり事業目的は間接的に全参加者の誘因目的

を表現したものとなる。このことは，個人の動機が組織の誘因の分配という

調整を媒介とじて満たされることを示すと共に，組織目的の達成(有効性う
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が本質的にこの個人の満足，即ち能率に依存していることを意味している;

ここで，組織目的が未来に対する全参加者の期待，願望，理想を集約した

ものである点に注意を向けよう。それは，過去を背景とし，現在を通じての

未来への組織の働きかけを意味している。今年の売上目標は，来年の組織の

飛躍に対する期待がこめられているのである。現代の大部分の組織は，自己

の存続・成長をその基本的前提としていると考えられよう。有効且つ能率的

な組織の存続・成長は，社会的にも参加者個人にとっても望ましいことなの

である。そして，組織の存続・成長には誘因原資の蓄積が必要である。従っ

て参加者は，組織に得られた成果をすべて彼等の聞で分配してしまえば，組

織の未来への挑戦が困難となるであろうこと，又誘因原資の蓄積が大なる程，

未来に於ける彼等の分配分が多くなるであろうことを学ばなければならない

のである。かくして，組織の能率は，現在に於ける個人聞の誘因配分の問題

であるばかりでなく，継続的組織にあっては，現在と未来とのその存続を賭

けた誘因配分の問題をも含むものとなる。そしてこの場合ーには，組織自体の

利益 goodが個人的経済に優先するという，組織の存続・成長の要求からす

る調整をも，参加者は受けることとなるであろう。

以上のように，参加者は，組織目的に含まれる事業，誘因，そして存続と

いう三つの側面から，彼等が組織との聞に援受する誘因及び貢献の両面に於

て，組織の調整を受けることとなるのである。

(3) 構成員の組織構成上の位置

組織構成員の受ける組織の調整が一般的には上述のように理解されたとし

ても，彼等の組織との関係の性質が更に究明されなければならないであろ

う。確かに，顧客も管理者も等しく個人と貢献者の二面を有すると言うべき

である。然し，顧客と管理者とでは，組織の調整を受ける程度や性格に相違

があるであろう。つまり，彼等の組織に対する関係には，相対的に，貢献者

的性格が強し、とか，個人的性格が強L、といった傾向の差がみられるのではな

し、かという問題である。

顧客は，彼の受ける製品の物的又は社会的効用と交換に，組織に金銭を貢
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献するこの交換に当って彼が何等かの調整を受けるとすればu それは組織の

調整というより，寧ろ彼と組織との聞に締結された売買契約やその背後にあ

る法律並びに制度によるものと言えよう。そして，彼と組織との関係は，こ

の契約条項の相互履行と共に一応解消する短命なものとみることができる。

この場合の両者の関係を，個人と組織との関係により近いものと理解するこ

とができょう。

これに対して，管理者は，組織の提供する優越した地位やそれを象徴する

金銭その他の物質的・社会的報酬と引換えに，組織そのものの存続・成長の

ためのあらゆる意思決定を行い，それを執行する責任を負っている。彼と組

織との関係は，彼の行動が一般に組織行動を代表するとみなされる程に一体

的なものであり，従って永続的なものである。この意味で，彼は常に組織の

利益の立場に於て意思決定すべきものとされるから，この両者の関係は貢献

者と組織との関係の典型とみることができょう。従って又，彼は組織の調整

を受けるばかりでなく，寧ろ組織の調整をすることが彼の責任の核心なので

ある。

又，一般従業員は，組織の提供する賃金その他の誘因と交換に，その精神

的・肉体的労働を貢献する。彼と組織との関係は，それが自由な雇傭契約に

よって結ばれる点では顧客に似ているが，この契約により以後彼が組織の調

整を継続的に受けて彼の時間と努力を提供するようになる点では管理者に近

い立援にあると言えよう。この場合，昇進意欲の強L、従業員は自己と組織と

の聞に援受される誘因とが組織の存続と成長に密接な関係があると感じて管

理者により近い態度をとるであろうしこの関心の乏しい従業員は逆に自己

を顧客により近い在存として意識するであろう。従って，従業員を，顧客と

管理者との中聞に位置する，個人と貢献者の二重人格の典型とみることがで

きょう。

そこで，組織構成員を組織の調整の程度と性格の観点から分類すると，管

理者が組織構造の同心円の最も中央に位置し，顧客は円心から最も遠い円周

上に，一般従業員は両者の中間地帯に幅広'く散在するとみることができょう。
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そして，支配的株主(企業者〉は有力な官権者と共に円心にあり，一般の株

主，債権者，仕入先などは寧ろ顧客と共に中心から離れた円周上に位置する

ものとみることができる。そこで，次の問題は組織を一個の独立した有機体

とみる場合に，何を基準として何処に組織の境界線を引くかということであ

る。

(4) 内部組織と外部組織の調整機構

ここでは，バーナードの階層組織 scalarorganiza tionと側生組織 lateral

organiza tionの識別に基づいて，組織の内部と外部の境界を明らかにしたい

と思う。彼は，その広い組織概念について，それぞれの調整原理の相違から

こうした区別のあり得ることを明らかにしているのである。

それに依れば，階層組織とは参加者の共通目的による権威的な調整の行わ

れるのを本質とする組織である。これに対して，側生組織は参加者の自由な

協定 freeagreement (相互理解，契約，商議など)による非権威的な調整

を建前とする組織である。前者についてはこれまで述べてきた企業や官庁な

どがそれに該当すると思われるし後者については単純な物々交換や大規模

な建設作業を遂行しでいる複数企業による協働が例示されている。

階層組織に於ても，多くの場合，個人は協定によって組織に参加するので

あるが，そこで活動している個人や部門間の関係は，契約できめられた条項

ではなくて，環境が組織の利益に対して要求するにつれて変更されるであろ

う命令 prescriptionによって統制されるのがその特質である。従って，この

組織の本源的統合は垂直的なものとなり，上下各部分の関係は相互依存的と

なる。同一階層の諸部分の公式的関係さえも，同意ではなく命令や指令によ

って決定されるのが原則である。要するに，この組織の構造上の特徴は，垂

直的で，関節で連結された articulated，権限階層的な hierarchical 点にあ

るのである。かくして，参加者は皆，その個人的な目的ではなくて組織の共

通目的の達成に結束させられることとなる。そして，実際には死亡率が高い

にも拘わらず，この組織に内在する基本的仮定は通常無限の存続であると言

う。
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一方，側生組織は，法律上の双務的 bilateralといった言葉で、表わされて

いるような対等な sideby sicle立場の個人や団体の協働を意味する。協定と

いうものは，本来目的に適さなし、。それは，自ら維持するものではなく協定

の当事者によって維持されるものなのである。従って，この組織に於て重要

なのは，各当事者の個人的役目的であって，協定により創られたこの組織に

固有の目的ではないことになる。かくて側生組織は，各当事者の特定の目的

をそれぞれに満たすだけのための，水平的又は側生的な統合を基本とする，

命令義務と服従要求とを本質的に欠いた，限定的で短命な組織よいうことが

で、きょう。

ここで，バーナードが，この二つの組織の分類基準を，組織の調整原理が

組織に固有の統戸目的であるかどうかに置き，その調整の方法が権威的で、あ

るかどうかに見出している点に注意、しなければならなし、。既にみてきたよう

に，組織目的が調整原理となる組織に於ては，固有の存続志向が生じ，組織

自体の利益が重視されることとなる。そのためには，内部規律を自ら開発し

維持しなければならなし、。そこに，権威的な調整が不可避的な手段となる。

これに対して，個人目的が重視される組織に於ては，その秩序維持 policing

と規律とはその組織の外に依存せざるを得なし、。バーナードは，側生組織の

秩序が，形式的には法令や法廷による国家の司法権及び警察権により，実質

的には世論，共有される道徳，慣習や習慣，及び社会制度，つまり協定違反

がその違反者の将来の利害に与える効果(たとえば取引停止〉によって維持

されていると述べていそ。

こうした理解に基づいて前項まで述べてきた彼の組織の理念型を再吟味す

れば，広義の組織には階層的構造と側生的構造との両部分が含まれるものと

考えられる。前者を内部組織，後者を外部組織と呼べば，内部組織とはその

組織自体の目的によって権威的な調整がなされ，外部組織とは参加者の個人

的動機が契約(法や制度〕により調整される部分とみることができょう。こ

の分類を前述の組織構成員に適用すれば，企業者と管理者とは組織の内部を

構成し，顧客や一般の株主，債権者，仕入先などは組織の外部を構成する者
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と考えられるO そして従業員は，組織目的による調整を最も直接的に受ける

立場にあり，彼と組織との関係が通常持続的且つ安定的であることから，内

部構成員として理解されなければならない。

かくして，本稿の主題たる内部構成員の意思調整機構の本質が，組織目的

に基づく「集権的権威による全体の調整にある」ことが明らかにされた。内

部組織に於てこのように権威的調整が重視されるのは，本来協働の派生的な

目的であった「組織自体の利益」が必然的に事業目的や誘因目的よりも価値

的に上位に置かれるようになること，換言すれば組織自体の存続が優先目的

とされる一般的傾向のためで‘あるO 従って，個人の自由が狭められでも，組

織の摩擦，闘争，及び分裂の機会を減らし，安全と力が確保されるような権

限階層制 hierarchy が不可欠の手段となると，パーナードはみているので

ある。

そこで，次には，内部組織の権威的構成がどのように生成するかを検討し

よう。

1) Barnard， op. cit.， p. 115. 

2) ibid.， p. 69 

3) ibid.， p.65.1協働システムとは，少くともある一定の目的のために 2人以上の

人々の協働により特有のシステマティックな関係にある物的，生物的，個人的，

及び社会的構成要素の複合体である。」企業が，こうした1i%働システムの 1類型で

あることは，言うまでもない。

4) Richard M. Cyert and Jamcs G. March， A Behavioral Theory of the Firm， 

1963， p. 27. 

5) パーナードは，組織白的が「調整及び統ーの原理」であると言っている。Barnard，

op. cit.， p. 95. 

6) ibid.， p. 100. 1個人はあらゆる組織の外にあって，それらと多元的な関係をもっ

ている。公式組織の複合体が肱大し錯綜すればする程，個人の選択範囲は拡大さ

れる。」

7) ibid.， p. 16.ICこの人間の〉両側面は協働システムでは常に並存している。」

8) ibid.， p.88.1厳密に言えば，組織目的は個人にとって何の意味ももたない。彼に

とって意味があるのは，彼に対する組織の関係，つまり組織が彼に如何なる負担

を諜し，利益を与えるかということなのである。」このように，個人の立場からみ

た彼と組織との関係の計算的考量(但しそれは物質的なもののみを意味しなL、〉
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は， ，1図人的経済と呼ばれる。 ibid.，p‘ 242. 

日〉 布効性とは，協織問的の逮成疫を言言うが，結崎，その間的が環境の情況にえ懇切で、

あったかどうかな表わしてL、る。つ亥り，殺の売上高O億円という沼擦がどれ程
達成ぷれたかは，より包括的な溺民経済のシステムのιいで，その企業の社会的機

能，市民権，終夜理的がどの経度認められたかを示して~、ることにもなる。

10) 周知のように，バーナードの誘関概念は、物質的誘凶のみならず，級人的で非物

好ましい物的作業条件，球初、の感興などの特殊拘誘凶と，集団によ

る社会的機触の総jJ， 慣習的作業方法と態度への状況的巡合，参加の拡大の機会

親交の状態などの一般的言語凶をも含むものでJある。

11) Simon， op. cit.， p. 17. r組織民的というものは，間接的にはさ校参1J11者の個人的
目的たのである。組長室説的は，彼等自身の級人的動機の充足さピ迷成するために，

彼等の組織の活動を給食する手段なのである。」

12) Barnard，.op. cit.， p. 57.r協働システムの能率とは， tあ働シテスムが去最供する悩

人の満足によって問己を級将ナる能力のことでるる。これは，協働システム~存

続させる均衡の能力， TiIJわ災担を満足と釣り合わすことと言えよう。」

13) ibid.， pp. 2∞-201.r…一組織図的は，組織の将リ益Jに基ついてその鈎磯な形
を滋わナようになる。くこの F利益ぷl は，万三として組織と参加者との関係に作用す

る組織の内的均衡か，成は全般的(会社会的〕潔撹に対する綴織の関係に作用ず

る外的均衡かの{五j・れかにま:として関速するであろう。然し，どの場合にも，それ

は字詰?に未来に関係し，際主義の何等かの標準なし、し規範かかする見通量

る。J

lヰ) ibid.， p. 69.r…日人は…・日後図に於ける参JJ誌の経主主制法務にも

・・・ー.J

る

15) Simon， op. cit.， pp. 110…111. サイモンは，組織機成長を，滋i滋，災獄事 2立び

支配jこのよ塩紋 ωntrolarrangem制 tの組合売さを参加議員葬として， (1)総線対的の逐

成によってi良接得られる個人的事長嶺甘く綴後:)，(2)組織によ今後供され，組織のま越後

と成長に総捺に関係ある僚人的誘凶(1E;業者〉パ:分組織のぬ供する誘際から生ずる

けれども，総絞め規模と成長に関係のない倒人的事長野村〈従業員〕とし、う三つの類

裂に分iliiしている。
16) Chester 1. Barnard， On Planning for World Government， in his “Organization 

and Management"， 1948， pp. 150…152. 

バーナード"は，以上の特質のi自に，側念総綴の思考ぎの性格が，相対的自由，

{乱適応力，進歩性，競争，摩擦，及び好戦性であり，階j務組織のそれは， !3 Eお

の欠如，安定主主，公式的地伎の強調，保守役2 権力及び全体主義的主主lみであおと

述べている。(ibid.，p. 165) 

18) パーナードが，微生組織の←窓怒潟室長について，この論文(Org加 i7.ationand n1an8-
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gement， p. '，52)の中でこIJ)形式的，実質的機拠の区加をしている釈ではないが，

彼の主務 (TheFl1nctions ()f the Executive， p; 110)に於て，大規模建設作教

の例を挙げ，この余体の調義的権威を欠いた，契約に基づく，一時的な|狼られた

絡会によって遂行さずれている側生組織のj形式的な全般lri'漣滋は出家〈契約訟や

efljj例を通じて〉て、あるが民の去を般管理者は慣習などで、あると注記してし、る。

19) パーナードは.仮1人人格と級事義人格〈貢献者的捜Ij節〉の並有ーという点で{問の線透

もない消費者と従芸芸員叉は企業者1こついて，もし相違があるとすれば，後2おの

組織との関係の持お針金と安定性のJ立でゐろうとも?ぎってし、るくCl1ester1 .弘rna-

rd， Concepts ()f Organization， in his “Organi君ationand Managementぺ1948，
p. 117) 

20) Barnard， 01'，認知izationandManagement， p: 159. 

3. 

本節では，内部組織の構造上の特繋が知侭にして階媛的で権威的となるか

を，組畿の伝達の側面から

(1) 組織と伝達

しよう。

舟部機成員は，

務，購買，

としての分楽の利益令得るために，たとえば労務，財

マ…ケティング，議査研究など職能別ないし渇程別に専門

化〔水平的専門化〉しているのが普通であるo 然し，この分業の矛IJ益は，そ

れぞれの専門的験能について何時，的立さで， fnJな，どのようにするか予め欝

され vてとL、るというだけ

を絶えずず、漣絡じじ，鵜整し合うことによっで，始めて期待されるものと含わな

ければならなし、職能的専門化のシステムは，こうした不断の鋭織の調整に

よって，始めてその有効性と能率とが保証されるのである。そして，この組

織の議繋はすべて伝達を媒介として行なわれる。このために，組織構造は職

館出専門イヒのシステふであるというばかり、引主なく，伝達システムをも構成

していなければならないの wであるの

組織の伝漆は，ニ絡的なi品穏である。職能的に専門化した内部構成長えは，

外部機成長との接触をど通じて，それぞれの環境の情況に翻する情報を得てい

る。たとえば，労務部門は職業安定所を通じて労働市場の状読を，財務部門
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は金融機関を通じて金融市場の状況を，購買部門は仕入先により原材料の需

給状況を，製造部門は労働者により生産技術過程の状況を，マーケティング

部門ほ顧客を通じて製品の需要の変化の動向を a 研究調査部門は専門誌や学

会を通じて新製品や新技術に関する最新の情報をとしづ工合に。組織は，こ

うした所謂組織の対境職員の報告に基づき，その物的，個人的，及び社会的

環境との聞の有機的均衡を維持するのである。

もとより，組織の伝達過程は，こうした情報の報告を以て終る訳ではない。

ノミーナードは，寧ろこれに続〈過程を組織の伝達の本質的な過程とみているO

先ず¥得られた情報が，組織目的によっで統一的に解釈されなければならない

であろう。人間の個人人格と組織人格の並存という二重人格性を考えれば，

彼が個人的経済の観点からその情報を故意に歪めて伝えるということは，十

分あり得ることとしなければならない。又，そうでなくても，人はその関心

の赴く憧にものを見ると言われる。従って，彼の粛らす情報に意図せざるバ

イアスが含まれているかも知れないのである。組織は，これらの意識的又は

無意識的な情報のパイアスを正し，伝えられた真の情報が何で、あるかを判断

しなければならないn

次に，組織は，与えられた情、況から組織目的達成にとっての戦略的要因を

識別L，組織のとるべき行動を決定し，それを担当職能部門に命令するであ

ろう。この命令も，報告の過程がそうであったように，次々と下位目的によ

って命令の内容が具体化されて行く，連続的な解釈の過程である。そして，

担当者!の活動とそれによる情況の変化が報告され，再び、新たな命令が下され

る。

かくして，組織の調整機能は伝達過程に於て実現される。従って，その調

整が有効且つ能率的であるためには，組織に有効且つ能率的な伝達システム

が確立されていなければならないのである。

(2) 伝達システム

組織の伝達過程は，報告と命令，情況の限定と意思決定の連続的な過程で

あった。この伝達が有効且つ能率的であるためには，伝達経路を確立する必
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要があり，又おのずからそれが確定するであろうことは，小人数の単位組織

の場合を例としても明らかである。

単位組織の構成員は，大部分が全体に於ける自己の貢献の意義や全体の情

況をよく知らないというのが普通であろう。従って，彼等が銘々勝手に自己

の意見を主張すれば，r船頭多くして船山に登る|の嬰えのように，情況判断

を誤まり，行為のタイミングを失なう結果を招きかねない。小人数の一時的

な会議でさえ司会者を定めなければ，有効な結論を得ることは困難であろう。

まじて継続的な組織に於ては，伝達経路と伝達のセンターとの確立が必要不

可欠となる。組織のあらゆる伝達は，確定された人に集中しそこから必要

な構成員に伝えられなければならないということである。これにより，この

組織は，有・効旦つ能率的な行動をとり得る有機体となるのである。

さて，ここで注意を要することは，この場合の単位組織の規模が伝達上の
8) 

諸条件と伝達センターの情報処理能力によって決定されるということである。

そこで，組織がこの規模の制約を突破して拡大するには，新しく別の単位組

織をつくり，それを既存の組織と連結する他ないこととなる。この単位組織

間の連結には，同組織間の連絡と調整を専門に行なう上位単位即ち管理組織

が必要となるであろう。かくして複合組織が成立する。

この複合組織に於ける伝達センターの役割は重要である。彼は，上位並び

に下位単位の共通の構成員である。彼の意思決定や行為は，同時に二つの単

位組織の活動となる。複合組織が一体の有機体として行動し得るのは，彼の

この役割遂行によるのである。又，このようにして成立した複合組織の管理

単位の規模も基礎単位と同じ制約に支配される筈であるから，下位単位の数

が多ければそれを統合するに必要な管理単位の数も増えなければならず，従

ってこれらの管理単位を調整する更に上位の管理単位が必要となる。一般に

大規模な複合組織がピラミッド型の階層をなすのは，こうした伝達上の制約

によるのである。

今や伝達セドンターは，複合組織の各階層の連結環の機能を果していること

が明らかにされた。然し彼は，単なる連絡者ではなく，同時に組織の意思
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決定の責任を分担するものでもあることに注意が必要であるO

前項で述べたように，組織の意思決定過程は先ず職能別に分担されること

{水平的専門化〉によって，その有効性と能率とが確保される。然し，複合

組織に於ては，その他に報告と命令の解釈の必要により，大前提となる全般

的決定からその執行のための細部の祁i則的決定に至る一連の組織の意思決定

過程が，各階層毎に分担されなければならないであろう(垂直的専門化)。し

かも，この各階層毎の意思決定の適否は，情況の事実と組織目的とに闘する

知識に依存すると言わなければならない。従って，上位及び下位単位の構成

員から組織情報が集中する各階層の伝達センターに，この意思決定の責任を

分担させるのが，最も有効的ということになるであろう O

かくして，伝達センターは亦組織の意思決定点ともなり，組織の調整の責

任を負うこの職位に在る者は管理者と呼ばれるのである。

(3) 権威システム

組織に於ては，組織情報の源泉であり又組織的意思決定の責任を負ってい

る管理職位から発せられる伝達が権威あるものとされる，一般的な傾向が認

められよう。構成員が事ある毎に管理者の意見を求め指示を仰ぐのは，彼が

生じた問題について最終的決定をする責任を負っていると認めるからである。

もとよりこの場合の命令(調整の伝達〉は組織の利益の観点から出ていると

の前提に基づくものであるから，この管迎責任より生ずる権威は，管理者個

人というより管理職位そのものに帰属すると言わなければならない。パーナ

ードは，このような権威を，職位の権威 authorityof positionと呼んでい

る。そして，この職位の権威が一般に認められる根拠としては，組織に参加

した場合，一定の誘因を受け取るのと交換に組織の一定範囲の要求(貢献)

に応ずるのは当然であるとの社会通念(無関心闇 zoneof indifferoncc)の存

在に求めているものと理解される。

この職位の権威の確立如何は，組織の存続にかかわる問題と言えよう。組

織が目的達成のシステムである限り，そのための調整を行なう責任を課せら

れた管理職位から発せられる公式の伝達が構成員によって抵抗なく受容され
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るのでなければ，組織は機能し得ないからである。然しー職能の権威は，

が常に適切な情報会受け，それを目的と具体的情況とに撰して適切に解釈し，

その職金に灘わしい綴れた視野とE是認をもった命令をど発するであろうとの期

くものであることに民意しなけれ認ならなし、つまり職位の権威の

確立には，管恕者の管波能力，ザーダ…シッブが必要だということである。

組.織には，技術的或いは道徳的な陪題が絶えず発生するであろう α こうし

た問題についで，何の矛j霞や対立をも残さない解決会与え，協{緩lに成功惑と希

と理想、とな生ぜしめるような優れた能力に対しては，人々はその人の職位

とは然襲係に尊敬し，その言淡に権威主ヒ認めるであろうヴこれが，バーナー

ドの言うリーダ…シッブの権威 anthorityof leadershipで忘る。そして，

職{立の権威がこのリーダ…ジヅプの権威と結合することにより p 始めて鋲織

そのものの権威が磯立すると，彼は強調している。換言すれば，相臨した資

缶と強力と含有する人が管現戦位に就くことにより，始めて組織の伝議が権

威あるものとなり，話的達成システムとしての綴織の有効性と能率とが被保

されるということであるの管理数伎に「人jを得なければ，組織の内的均衡

〈起識と武献者との擦係の均衡〕は維持し得ないで‘あろう。組織に於て，人

の滋抜，昇進，務職，解蕗なとが伝漆システム維持出人事管閣の核心とされ

るのは，このためと

さで，職位の権威とリーダ…シッブの権威の総合が3 組織の各階層の管理

職位に於て実現すれば，伝達システムは務ちに権威システムを表わすことと

なり，ここに公式の伝逮(命令〉の経路が俄立することとなるであろう。こ

の稼威のシステムは， は命令系統とか権限系統とか呼ばれ，又それが

専門化ジステムと一体化した踏襲的な秩序維持体棋は，権限階j欝制とし、う名

で、知られるもので、ある。前節末に述べた内部組織の「集権的権威による

の調整Jは，この専門化システふ，伝達システム多 システムの一体

.1t，即ち;権限階}欝務Jjの確立によって，その実現のための形式が整うこととな

るのである。

，組織機戒が欝!務員守となるのは，組織の成長に伴う伝達上の制約令克
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服するためであり，叉組織の調整が権威的となるの.は，組織目的達成のため

の伝達の公式経路を確立して，自らを維持しようとする組織の内在的な要求

によるものと理解される。然し，組織の権威自体が，それを正当なものとす

る一般社会の通念に基本的に依存しているということは，社会の価値観の変

化と共にその基礎が揺ぐ可能性のあることを示唆しており，又本来権威が組

織構成員の貢献意欲に本質的な関わりを有するものであろうことは，職位の

権威の確立にリーダーシップの権威が不可欠とされることからも推量されよ

う。そこで，このように，権威ある者よりもそれを認める者の側を重視する

ミーナード=サイモンの権威観が，現代組織の人間管理にとって如何なる意

義を有するかを次に検討しよう。

1) James G. March and Herbert A. Simon， Organizations， 1958， p. 160.マーチ

=サイモンは，前者を計画的調整 coordinationby plan後者をフィードパック

調整 coordiationby feedbackと呼んでいる。

2) Barnard， The Functins of the Executive， p. 89. r共通目的達成の可能性と…一

人間の存在とは，協働的努力のシステムの対極である。これらの潜勢力が動的な

ものとなる過程が伝達過程である。」

3) ibid.， p. 90.r伝達技術は，組織の形態と内部経済とを形づくっている。」

4) Simon， op. cit.， p. 154. 

5) 第 1節でも触れたように，パーナード管理論の焦点は組織均衡論にあると言わな

ければならない。彼は，物的，社会的環境の他に，前節に述べた人聞の個人的側

面(あらゆる組織に外在するものとしての個人〕をも含めて組織の環境とみてい

るものと解される。そして，これらの環境はそれぞれに固有の経済領域をなすも

のとみて，それを物的経済，社会的経済，及び個人的経済と呼んでいる。協働シ

ステムは，これらの経済を組織の利益とL、う観点から総合的に評価し統合する組

織効用の経済の均衡によって，存続するものとしているのである。そして，この

均衡達成の条件が有効性と能率に他ならない。(ibid.，p田 240ff.)。

6) バーナードは，rあらゆる伝達は，目的の定式化と行為を調整する命令の送達に関
係がある」と言い(ibid.，p. 184)その意味を「伝達は根本的には，目的を，な

すべき事となすべき時期及び場所とし、った目的達成に必要な具体的行為のターム

に翻訳するために必要とされる」と説明している。(ibid.，pp. 106-107.) 

7) March and Simon， op. cit.， p. 152.r自己の既成の準拠枠 frameof reference 

と一致するように物事を見るとしづ個人の性向は，個人心理学では十分に確証さ

れている。」
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8) Barnard， The Fllnctions of the EJぽclltive，p. 107.パ…ナードの挙げる伝途上

の希1)約条件は，純白金守の宮家来能性と技術的状態， (b)伝達過線の思表建設， (c)伝途の必

要性， (d)鎖人間の関係即ち社会的情況の復雑f生である。

の ibid.， pp. 111-112.rこのような状況じ於ては，喰一つの具体的な行為又は議思
決定が，二つの異なる単位組織の活動となる。この単一行為のこつの級機への同

時災献ということが，あらゆる複合組織の決定的な実相だと添われる。Jj![Jち，複

合総織はこの務突によって一個の有機的全体となるのである。J

10) バーナードは，協僚のカが個人の能力?こ優る浅な理Eat./;， こうした意思決定過程

の水平的立長びに滋底的専門化によって，組織が凶的主こ対する手段な合理的に採潟

し得る点にあるとふている(ibid.，p. 186)。

11) ibid.， p. 173. 

12) 次節で述べるように，磯位の機議定の根拠について，滋密を失なう健れ〈総裁〉を

強謝する説刻も然祝することはて、設ない。然し，バーナート、は多機位の:機威が受

令ミ警の妻響詩心護費(彼が酪穏なく命令すk受け入れる範飯〉の存設に依存し，又その

無関心閣は彼の受結党する純満足により決定されると積極的誘因のJlJJ身さをm筏ナる
立場をとっているのである。(ibid.，pp‘ 168-169)。尚，サイモンも，この事長伎の

機露えを滋淘に従い1fjlJ殺の権威 anthorityof sanctionsと呼んで司いるけれどもJあ
る特定の制度的状況のやで…ぃ権威を受挙手する人は，恐らく制裁の機れよりも社

会的に教え込まれた倫理翼線によって，ずっと強く惑j機づけられてし、るJ(Simon. 

op. cit.， p. 136)と述べて，その社会に於ける共遠の俗念を重視しているので、あ

る。

13) Barnard， The Functions of the Executive. pp. 220-223.パーナ…ドは，後復

畿に第 11こ望書求される資質は，忠誠心，交任感，として車i織人絡になち切る能力

であると誘っている。管理者が綴織のがj設の立場で蕊思決定し公的に行動する

の句、なければ，験位の機裁が確立されないからで、ある。そして，

ヲーダーシヅブで、ある。彼は， リ…夕、ーシッブには，体力，技能，技術，夕、日党力

知識，記憶力，総像力に於ける線人の優越性(以上，議事門的能力)と，決断jJ，

不屈の精神，忍隠す心，及び努気に於ける飼人的終越性(一般的能力〉とがf者三宮れ

~，!:言うている。

14) ibiム pp‘173-174. i札サイモンは，前述の〈本館注12)の制裁の機威の{患に
アイディアの権威 aば泌氏tyof ideaを議援すべきことを主張しているが，彼の

プイダィアの機威とは，管理者及び技術的稼門家の母子門能力江総づく機腹立のこと

である。従って，バーナ…ドのワーダーシッブの権威が技術的な磁のみならず道

徳的側l耐をもfきかものとしての管理終カを主主味するのに対して，後のアイディア

の権威は，技師，会計士などの専門験の弘代組織に於け~~意義を強調するj誌で浪

芸さであるが，他方その技術的供IJ商のみが強調されて，道徳的側面への配議が幾分
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欠けているように思われるぷ5imon，op. cit.，pp. 137-138)。

15) Barnard， The Functions of theExecutive， p. 223. 

16) パーナ…ドの無関心癒をこのように潔解すれば安それは，彼が，…般に緩淡に関

するお終的研究と凶されるウエーバーの正当役の信念Legitimit誌tsg!aubeをも十

分考属託していることた，示すものと衰えよう。因みに， ウニ五一パーは，人間の内

部与工島る意識の作用に注目し，人は共通の価値観，俗念，態度と一致する支配に

は， fnfの抵抗もなく服従するとみているものと理解される。従って，彼の正当役

緩急は，その支配・綴従関係が形式的に妥当なものであるとの社会滋念が存復し

ていることによりくその後暴挙が潟知の法，伝統，カザス?である)，人が命令の内

容を改めて龍うことなく，当然のこととして」それに従うといった，権力の倣絡を

拐すものと考えられるくM紋 Weber，Wirtschaft und Gesellschaft， Gn削減rissder 

Sozial邑konomik，'m Abteilung， 2 Aufl.， 1925， S. 123)。そして，彼の権威緩念
をI正当イじされた権力と解釈すれば，それは人又はそれ以上司)r支配者」の淡
務怠怠cr命令J)が，他者(1人又はそれ以上〉の行動をさとおしようとし，笑警告に
3之被支配殺が，命令の内容なその緩自誌の格律としてし支う crÆ~従J) ことくS.606)

と理解怒れよう。 後は， ニの意味に於て， 権威による3芝居己が命令軽量と服従議員務

(S. 60のないし強制機機 (5.606)により言葉付けられていると，述べているの

であって，ぞれが，~の機力(自誌の意思をど他人に押しつける可能性， S. 60め

による命令織と強制とをど意味するものとは，授、われない。

2ニ

リーダーシッブによ与裏付けられた後の総長誌が，組織伝送主j二の題懇であることを

妨害獲にし伝達のi返りそ手よりは受け守誌の備の綴綴緩や倹;念(貢献意欲〉

ているのである。

4. 構成と貢献意欲

パ…ナードは，権威が，伝擦とし、う組織要素の最も…般的な{縦揺をなすと

，貢献濃密たというもう一つの龍繰の基本的要素には深い関認を有ナるも

のであると述べている。ここ"では，彼のこの見解の後半の部分に爵慈して，

機威の本質を究践しよう。

(1) 権威の本質

サイモンは，権威の考察について，権威が行使される韓関告な場合に於け

，ある期間に3まる，一方の隷従の期待と能方の服従

とを合む南者の演ずる役割とされ豆到する必要があると繋っている。こ
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れは訪範に述べた権威システムが既に確立した場合のみを想定して権威を考

ると，その本紫を見失なう恐れがあるという警告として現解するこ之が

でをょう O 権威システムが確立されなければならないとし寸組織の要求とそ

の実現とは，おのずから別箇の問題であるから，権威の本震は，先ずそれが

行使される場の考察によって認識されなければならないということである。

パーナードが，権践の分祈念，その主観的側面(権威宥伎の場に於ける心理

的，道徳的滋程〉と客観的経IJ蛮(権威システムの確立の社会的，制度的過翠〕

とに区別して論じているのも，このためと雪わなければならない。

さで，ここで組織を離れた対等な個人間の関係について，権威がどのよう

に理解されるかを考えてみよう。今， Aヲ B2人の聞で， Aの採るべき

が問題であるものとする。仮にBの提案がAの行動な支配したとしても， A

の提案宏被の道義訳上の代替案のーっとして受け入れ い場合は，

権威というより示唆sugg号向。況が貌によって採期されたとみるべきであろう。

需様に， Bの探索に含まれる道理にAが彰響された場合も，説得persuasion

と言われて，権威があるとは雲えなし、。削れも， AがBの提案に動かされた

としても，それは解についてのAの選択に基づいているからである。これに

対して， Aが始めから彼自身の能力による滋択を:放楽して， Bの提案に餐う
3) 

こと合決めてし、る場合に，日の提案には権威があると向 4ノdじり。

ここで重要なことは， Bの主建築に権威があるかどうかな，即ち自己の能力

による選択をこの開題に謂ずる限り停止するかを決めるのは，あくまでもA

自身だということである。そして，次の瞬間には， J設にAの提案についてB

が権威を認める賂題が生ずるかも知れなし、。このことは，壊滅が，

よって強識されるというより，法違の受け手によって謀容されるものであり，

又，権威は，本来{伝途の性格(慌案そのもの〉について総められるのであっ

て，側人に場属ずるものではないことを3記味している。

このような権威縫怠を，組織の上司・部下関係に適用すれば，権威は，命

令するよ司とそれな受ける部下との依逮過程に於て機能するものとして設え

ることができるつよ湾は環境の情況と線機目的、に基づいて意慈決定をし，間fS
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下にそれを伝達する。部下が，その命令を自己の組織への貢献行為を支配す

るものとして，即ち貢献行為の決定前提として受容すれば，その命令の権威

は確定される。もし，部下がその命令に従わなければ，伝達の権威が否定さ

れたことになる。

それでは，部下の権威受容又は否定を決定する基礎は何であろうか。

(2) 権威受容と貢献意欲

組織構成員には常に個人人格と組織人格とが並存しているのであるから，

個人聞の伝達過程にみられる権威と，組織の伝達過程に於ける権威とは，そ

の本質に於て何の相違もない筈である。つまり組織に於ても，他人の意思決

定が自己の行動を支配するのを，思わず認めてしまうような伝達の性格が権

威なのであり，その権威の確定は，伝達者の側ではなくて，伝達の受け手に

依存するということである。

然し，組織が目的達成システムである限り，組織に於ける権威の中心問題

が，管理者たる上司の命令を部下が受容する動機の分析となるのは，当然の

ことと言わなくてはならない。この部下による権威受容の基礎は，逆に，ど

んな命令について権威の否定が生ずるかを調べることによって，明らかにな

るであろう。何故なら，部下は，組織に参加したときから，自己の貢献行為

が組織(上司〉の命令によってある程度支配されるであろうことを予期して

いるからである。この無関心圏の存在によって，大部分の命令の権威は確定

されるであろう。これは，部下の組織人格の側面である。然し，上司の命令

が彼の無関心圏の範囲を越えたものであれば，彼の道徳律 moralcodeの中

で個人人格(私的道徳律〉が優位を占めることとなり，それは彼の組織に対

する責任外のこととみなされるであろう。つまり，無関心圏には，個人毎の

限界があるのである。

命令の権威が否定される第 1の場合は，上司の命令が部下に理解されない

場合である。組織の意思決定が，階層的な連続的iE程をなしていることは，

既に述べた。この過程の上層部では全般的な決定，この過程を下に移るにつ

れて上位の決定を執行するための細部の決定がなされることになる。この場
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合，全般的な情況に通じている上司が，部下にその憐況を説明することなく

自記の決定の結果のみを慌漉すれば，情説の不明な部下は，この命令を誤っ

て受け取ることもあり得るであろう O 命令は部下によって解釈されるもので

あるから，後の理解能力を超えた命令は，権威なもち得ないのである。

之は，上司の命令が部下の能力を越えている場合旬、ある。泳げなし

泳げと命令しても，その実行は不可言語である。この命令は， されるか，

されるに違いない，権威は否認されることになる O 部下の責務支能力を瀦

確に把掘することは，管潔者の議議な資格である。

第 3に，矛!議する命令の権威は，否認されるであろう。簡ー単な鍔は 2人

の別々の上司が，ラ子践する命令を発する場合ーである。ょこの場合は，何れか一

方或は南方の命令が無視されるに濃いなし、。権威システムの必芸毒性は，ここ

にある。

もっと議要な場合は，部下によって組織呂訴に反すると信ぜられるような

命令が，上司によって発せられた場合である。人は皆，怠己の努力百

義主r，その成果に誇りをどもとうとする。たとえば，無意味に穴合掘って，又

それを埋めるだけの行為を命ぜられでも，人はこれにi耐えられないと替われ

る。非宥効的な命令の権威が否定dれるのは，当然、のことなのでるるc

最後に，最も藍要なのは，命令の舟容が受令者の儲人的利益を破壊すると

{言ぜられるような場合である。個人が総織に参加するのは，それによって自

己の負担を越える純満足が得られると信ず、るからであった。純誘因が偽られ

ると信じない限り，被は，たとえば自己の綾康を損なうことが予議されるよ

うな命令の権威を，否定するであろう。 f偲濁人の能率が彼の策献;意宮意、欲主など決定し，

この貢献怠欲が彼の然関心塁罷護決支探返の基礎となつ

るに，命令の機威が受容される条件は，その命令が，部下にとって，

理解と実行が可能であり，又ヰ:1'効且つ能率蔀と信ぜられることと言えよう。

さて，以上のような組織に於ける権威確立の要件の心理的考察は，これを

客観的後IJ函からみれば， ザーダ…シップの権威の道徳的内容を意味?るもの

と言えよう o 上司の命令は部下の部室;を得るだけのリーダーシップを以て発
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せられなければならないということである。これに対して，部下の無関心圏

は，職位の権威の基礎である。従って，その無関心圏が部下の貢献意欲にょ

っで決定されるということは，重要な意味をもってくる。

ノミーナードは，大部分の人の組織に対する貢献意欲は常にマイナスの側に

あるとみている。現代人の欲求は極めて多様であるから，仮に積極的又は中

立的(零ポイント〉の意欲をもった人がし、るとしても，それは必然的に変動

的なものであり，断続的なものと言うべきだというのである。価値観の多様

化している現代社会では，単に平均的賃金を支給するだけでは，従業員の貢

献意欲を昂めることが如何に困難かは，これによって理解されよう。そこに

は，彼等の満足と意欲を昂めるための何等かの誘因の組合せの工夫が必要な

のである。そして，このように一般に組織に対する貢献意欲が低いというこ

とは，無関心圏が一般に狭いであろうことを意味し，無関心圏が狭いことは，

職位の権威が小さいニとを表わしている。現代組織の職位の権威の低下は，

このようにして理解されるのである。この職位の権威の低下を補なって，組

織の有効性と能率とを維持するのは， リーダーシップの権威であるO 優れた

リーダーシップによって，指輝される場合ーは，部下にとってその命令への服

従自体が一つの誘因とさえなると言われる。

(3) 地位と責任

これまでの考察にも拘わらず，職位の権威を過大視する思考も，かなり広

汎に存在すると言わなければならないであろう。

この思考によれば，職位上，上司は部下の服従を強制する権利ないし権力

を有し，部下はそれに従う義務を負うものとされる。上司のこの権威は，社

会的に承認された私有財産制度を源泉として，上司から部下に次々と委譲さ

れるものであり，部下の不服従には制裁を加えることができる。こうした権

力の保有により，上司の権威は常に保たれ，社会の秩序も維持されるという

のである。

この権力の上からの委譲に基づく権威概念は，これまで述べてきたノミーナ

ードの職位の権威と明確に識別されなければならなし、。バーナードの職位は，
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組織の伝達センター，意思決定，連結環としての，職能上のポストを意味す

るものであった。それは，機能的な概念として理解されているのである。そ

して，職位の権威は，管理者がこうした組織の調整の責任を部下から委譲さ

れるところに，その根拠があるとされたのである。これに対して，上位権威

の思考は，彼は上司なるが故に権威を有することになり，そこでの強調点は，

身分差，地位に statusあると言えよう。

然し，バーナードも，組織には，一般にこのような地位の特権を支持する

通念が潜在していることを認めている。そして，この非公式組織の態度は，

主として全体社会に成立している地位，階級 class，カースト casteの観念

が，公式組織に投影したもの(社会的要因〉とみているのである。つまり，

地位の観念は，組織に於て，専門化，伝達，権威の諸システム，即ち職位構

造と見分け難い程に密着した，地位システムを構成していると言うのである。

この職位と地位との結合の過程は，次のように説明されている。即ち，一

般に個人には能力差があるために，会計士，弁護士，医師，牧師などの職能

的地位 functionalsta tus，又，社長，大統領，司令官といった階層的地位

scalar status に在る人が，普通では果し得ない困難或は重要な仕事を達成

する能力を有するものとみなされることになるであろう。そして，この地位

概念が成立すると，人は，或は高い地位を求めて努力し，或は逆に，高い地

位に在る人々に意思決定の責任を委譲しでも人間としての全体感を傷つけず

に済むといった傾向が生まれる。そして，この社会に於ける地位概念が，不

可避的な社会的要因として組織構造に組み込まれて，組織に地位システムが

構成されると，それは伝達の権威(職位の権威〉を確立し，協働に不可欠の

誘因の機会を提供することとなり，それが亦構成員に責任感と団結とを保有

せしめる手段としての機能を果すこととなると言う。

かくして，組織の職位が地位を表わすことにより，上位者には権威がある

とし、う概念が成立することとなるひ然し，バーナードの組織の地位システム

に関する考察は，職位と地位とを識別するためにこそ，なされたものと思わ
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れる。職位と地位の相違は，たとえば会社の社長が名目上の地位を保有する

のみで，経営上の実権は彼より下位の専務取締役とか 1部長が掌握している

などの例からも，推察することができょう。ある意味で、は，今日，地位と職

位とが混同されているために，伝統的な地位システムの変化が，組織の権威

の崩壊として受取られているようにも考えられるのである。この点からも，

この考察に於てもバーナードが，権威ないし特権が上位から委譲されるとい

うより，権威ある伝達に下位者から意思決定の責任が委譲されるとしづ見解

を貫いていることに注意が必要である。その上，彼は，地位概念に由来する

上位権威の思考の資らす数々の病理が，屡々組織の保守主義，硬直化，肥大

化，不均衡の原因ともなっていると，警告しているのである。

この彼の指摘は，次のように解釈することができょう。既に述べたように，

職位が職能と責任とを表現するものとすれば，地位は身分差と特権とを意味

している。地位は，本来社会的評価に基づいて成立した，身分差による特権

の享受の仕方にアクセントがあり，従って管理責任とは無関係であっても何

の不思議もない概念と言えよう O

然、るに，職{立構造が地位システムとしてのみ認識される場合ーには，上司の

特権は既に社会的に承認されているのであるから，道徳的にその命令は絶対

的とも言うべきものとなる。従って，不服従に対しては，制裁によって強制

し得るものとされる。ここに，明確な支配・服従関係が想定されるであろう。

然し，この支配・服従関係は，二重の意、味で，組織自体の利益にとって問題

である。それは先ず，支配の仕方が問われていないということである。上司

にとって，支配は当然の特権であるから，その方法について責任はないので

ある。又部下の服従の仕方についても，無関心である。彼は，唯上司の命令

に服しさえすればよいのであろうか。

ミーナードは，彼の永年の実務経験に基づき，組織運営上の真の困難点は，

人が，地位(誘因〉を得たがるけれども，自己の組織上の行為にさえ責任を

取りたがらないところにあると，言っている。組織が目的達成システムであ

る限り，管理者が組織の調整の責任を負わなければ，組織の存続は不可能で



226 (570) 経済学研究第24巻第2号

あろう。このように無責任な命令の権威は，失われることとなる。そこで，

制裁による強制が必要とされる。然し，降転，解雇などの制裁(消極的誘因〉

の悟れによる強制が，最低限度の貢献しか誘引し得ないことは，バーナード

が屡々強調するところであるO 組織の基本的要素たる貢献意欲は，多様な積

極的誘因の組合せの工夫によって，始めて得られるものなのである。

ところで，部下のこの服従の仕方に関する問題は，人間の道徳的問題とし

ても考察することが必要である。パーナードは，道徳と責任とを峻別すべき

ことを強調している。人は，皆自己の行為のノレーノレともいうべきものをもっ

ている。これが個人の道徳律 moralcodeである。個人の道徳律の中に，組

織活動のルールを位置づけるのが，消極的誘因であり，その重要性の順位を

高めるのが.積極的誘因である。これに対して.責任感とは.困難にもめげ

ず，自己の道徳律(それが個人的なものであれ.社会道徳であれ)を固守し

ようとする個人の資質であるとする。パーナードによれば.如何なる誘因も

この責任感の確立には役立たないとされる。何故なら，高い責任感は，自己

の行為に対する訪れ、確信によってのみ確立されるものだからである。

従って，先ず管理者が，組織目的の達成とその意義に深い確信と情熱をも

ち(責任)，組織の利益が個人の利益に優先する所以を真に理解し(道徳)，し

かも組織調整の責任を立派に果し得るだけの能力を以て指障するので-なけれ

ば，部下の高い責任感に基づく貢献は期待し得ないものと言えよう。つまり，

組織が高い貢献意欲を確保するには，或いはその意味に於て組織に職位の権

威を確保するには， リーダーシップの権威が不可欠だということである。

かくして，組織の職位構造に地位概念が結合していることが.今日の組織

問題の中の戦略的制約をなしていることが明らかにされた。地位は，組織の

有力な誘因の機会となっているけれども，それが本来責任とは無関係なるが

故に，組織の肥大化‘硬直化、保守主義などの原因となり，組織の均衡を破

壊しているのである。従って，現代組織の管理革新は，先ずこの地位概念の

驚らす病理の矯正に向って志向されなければならないのであるの

(4) 革新と'情況の権威
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バーナードは，地位システムの驚らす病理念克援し，組織の均衡を頴援す

るには，管潔者が努気を以て，地位と能力との適合イヒ，地伎の話的ないし手

段視の経ll:::.及び公正報離の確保といった激策を断行する他ないと述べてい

る。こうした政策によって職位構造が真に磯能的なものとなれば，組織は梁

軟で議馬力のある，そしてg取な創造力企発持し得る体質をもったものとな

るに違いなし、。そして，このような組織の権威の在り方について，ウ広…バ

ーとほぼ同時代のブォレットがE去に明らかにしている奈は議く他ない。

組織を，職能の為接的な:交織イヒ過程としてダイナミッグに捉え'6T-史は，

正当な権威拭調整から発するのであって，権威から調整が発するのではない

と言っている?これはまさに，これまで述べてをすこノミ…ナードの管理責任に

基礎会有する職位の機威の潔解と4抗議fーにするものと議えよう。然し，ブオ

レットは. I権威は級位の権限階層苦手jそのものとは殆んど欝係がないと替って

いる。この点は，バーナ…ドの1脅威論からはどのように解釈されるマあろう

カ'0

女史は，組織の職能議行過程に生ずる問題の調整について，問題の没側人

化山personalizingということを強識している。これは，職能の統一体とし

ての鑑識の立場に立つで，時題の情況を研究することきと意、味ナる。ここのよう

に.組織の科誌の主主地から情況を導観的に分析すればーそこに情況の要求す

るところを発見十ることができるであろう。この欝況の求に従うことによ

って，始めてf問題の発峡i的調整〈統合的解決〉が可能となる。載って，

;権威訟指況そのものの中にあるのである。これが.女史の情況の権威註uth

ority of situationである。

篠かに権威は情況のやにあると言うべきで、あろう。然し，組織の開題は

人間を抜きにしてはあり得ないから，この情況の権威はを実は情洗の戦略的

要留守発見する人の能力に燥すべきものと言えよう。この問題解決能力

づく権威を，パーナ…ドはり…ダーシップの権威と呼んでいるのであるο た

だここで，ブォレットの童三婆な主強点が，喜If演に述べた地位概念の綴織から

の払拭にあることを見逃すことはできなし、。女史は，組織の専門職能の還行
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る繰り，r知識と経験とそれを藤周する熟練jと含有する各戦務議当者
が雪地位の序殉を越えだ，権威をもつべきものとするのである。この職能的

専門イじの重視が，女史の権威と権限階殿制との無額係註の主張となっ

れたものと理解冬れるのであるや

これに対して，バーナ…ドがザーダーシヅプの権威を管淑職位に位震づけ

る必要性を強調しているのは，彼の続犠認識の記述論的性格からする当然の

帰結Jニ考えられる。これま てきたように，読存の組織では‘機能的見

地からしても. Yーダ…シッブをど有する管理職伎のシステムが必然的に形成

dれな汁ればならないのである。法論の現実性という点からすれば.ブォレ

ットの情況の権威による組織の有機的統合は，女史自らも認めているよう

に，経験のあり得る姿のー穏の先取りと言えるであろう。

然し，女史の言うような上下の序列な越えて，情況の戦略的華客密を発見す

る能力に権威が認められる組識で、は，既に地位システムの病理が克服されて

いる警で、あるから，それは柔軟で漉rc;カに議み，常に有機的な均衡をと維持し
組畿となるであろう。こうした部造力と革新カの壌かな組織こそ，環境

の変化の激しい現代に最も されるところなのである。しかも、近年にな

って.大規模余業に於けるタスク・ブ寸{スilJiJの採用とか，小規模ながら能

力本位の所謂ベンチャ…・ビジネスなどの.新しい組織機造の出現はー

の先見が次第に現実性を帯びてきたことを示唆するものと震えよう。
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12) Chester 1 Barnard， The Functions and Pathology of Status Systems of Formal 

Organizations， in his “Organization and Management，" 1948， pp. 207-208.尚

ここで彼は，組織に於ける個人の地f立を，r組織上の権利，特権，義務免除，義務，

責任の目録と，表面上個人の行動を抑制する制約，制限，並びに禁止事項の目録

とにより規定される個人の状態」と定義し，この二つのEl録が組織の他の関係者

の期待を決定していると述べているo

13) ibid.， pp. 209-231. 

14) ibid.， pp. 231-244.彼の挙げる地位システムの病理は， (1)0寺として個人の評価

を不公正にし， (2)人事を停滞せしめ， (3)公正な分配を歪め， (4)制度的手続や慣習

的常規を過大視し， (5)地位の象徴作用を過度なものとし， (6)組織の適応力を失わ

せるなどの統制不可能の傾向のことである。そして，この地位システムの斎らす

病理を矯正するには， (a)自由な人事異動による地位在能力との適合の礁保， (b)地

位システムを目的ないし最重要の手段とすることの阻止.及び(c)職務，取引，又
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は事業多誌の事長麟が誘因とモラーんのための必要水準に比例するような配慮の5さっ

た，管燦者が努雪認を以て断行する他ないと述べている。

15) Barnard， The Functions of the Executive， pp、孔. 1げ70-17れ?‘.r組織遼?滅議

翼幾量点は，自己及び他人の組織行為に対ナる責任者ど引き受けたがることには波多に

なく，寧ろ綴織に於ける自分i当身の行為に対する資保をもとりたがらないことに

あるJ

16) ibid.， p. 150 and 269‘tふサイニ告γも，r処罰により作用するがj戟jのみを意味

した sanction機念が， {illi倣鋭や役会脅~J度の変化に伴ない，次第にff混入にとってマ

イナスの街〈制裁)のみならずブラスの面(事長鱗，1reward)をも合お賞罰をど慈旅す

るようになってきたとして，綴極的誘関友重視の鱗向に注意安保している (Simon， 

op. cit.， pp. 129-133)。

17) Barnard， The Functions of the Executive， p. 267. r笈任とは， 11闘人に内在する

道徽が何であれ，それが行動に選手襲撃を与えるような倒人の資質であるJo
ibid.， p. 269 ff. rこれらの翁裁は滋徳律の総立には役立つが，淡任感のJ議こ

は役::，'1.t.こないと苦言ってもよい。か〈て，道徳袴ぞの遜守が処罰の織れにより事務傑さ
れている場合tこ倒l~ 、ているのは，・…日以iこ?高額的誘因にj治家なL 、……特別の処

治とも特別の報酬とも関係なしに働く潔い確{誇のみが，高い資任!惑の芸誌図なので

ある。J

18) Mary Parker Follett， Freedom and co"ordination， Lectures in Business 

Organization， ed. by Lindall H. Urwick 1949警 p.5. 

19) ibid.， p. 2. 

20) ibid.， p.20.rそれは，問題さと没鱈人イむし，情況の研究に関係する人々な統一体化

し情況の援求するところを滞解ぃ情況の法紛な発見して，これに従うことで

あるJ

21) ibid.， p. 46. 

22) Henry C‘Metcalf and Lindall H.Urwic主ed.，Dynamic Administration， The 

ColJ総tedPapers of Mary Paτker Follett， p. 34.フォレツトは，自分は綴織の

渓三たや主替なる当為きど述べているのではなく，ただ可能な形について述べているに

溺ぎないとさぎっている。

i 結

これまでの組識の権威の本紫の吟味により，今日の組織管理ょの最も議要

な問題点の一つが.地依概念の漏らす締現にあることが関らかとなった。

ヲ奇妙なことに、 相泣する酷から;権威が問題とされているよう
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われるO 一方では，父親や教師や管理者などの権威が低下Lつつあるとする，

組織の権威失墜に関する不安，危倶.慨嘆などの表明がある。他方では，組

織の権威，殊に権限階層制或いは官僚制が組織を硬直化し，革新性を奪うこ

とにより組織目的の有効な達成を阻害しているとの主張が行なわれている。

然しこうした問題は，職位概念を地位概念と明確に識別し.組織の権威を機

能的に理解することによって，何れも解決し得るものと考えられる。バーナ

ードは.これを，r権威の客観的側面と主観的側面との強調点の倒置.そして
道徳と責任との混同」が，r協働システムの均衡を破壊している」というよう
に表わしている。今や，社会の価値体系は激しく動いていると言われる。当

然それに伴って，組織の権威観も変容せざるを得ないであろう。そしてそれ

は，形式的責任よりも真の責任，換言すれば地位よりも問題解決能力を基礎

とする権威観という方向を目指しているように思われる。

然し，この新しい権威概念についても.それが組織に関するものである限

り，未解決の問題が残されている。それは.能力に基づく権威が職位構造に

位置づけられるかどうかという問題であるO これは.パーナードとブォレッ

トの権威概念の重要な相違点をなすものであった。現在，一部には I 労多く

して功少ない管理職位よりも，自由な自我実現の可能た専門職を望む風潮が

あると言われる。叉，現代の組織に革新力が求められてL、るとすれば，確か

に，職位の序列を越えた問題解決能力に権威が帰属するという，フォレット

の自由な組織こそ，新しい未来の形態を示していると言わなければならない。

然し，現実の組織が，ピラミッド型の職位構造によって，始めてその行動が

調整され，有効性と能率が確保されているというのも事実なのである。

ここで，観点を組織の革新性に絞って，この問題を吟味してみよう。エヴ

ァン=ブラックは，技術革新は技術水準が高く，自由な雰囲気をもち，投資

資金に余裕のある組織に於て成功する傾向があり，相対的に実施の困難な管

理革新は，細心にして果断な管理者を有する確率が大きいとし、う発見を報告

している。もしこの仮説に多くの支持が与えられれば，フォレットの権威シ

ステムは技術革新の展開にとって必要であり，バーナードのそれは管理革新
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の実施のために不可欠なものと替えるであろう。これは，紺.織の行なう革新

の謹類によって，黙なる権威システム〈組織構造〉が求められることな示唆

している。

又，革新過程について，その開発段階では多様且つ異質な人々が貢献し得

るような頭説性 opennessが，そしてその実混住の段階では目的

磯能的分業，素去をと権限，規律，内部のコミニュケ…シ g ン境界の設定など

で表わされる厳格な命令システムが，組織にとってそれぞれ必要とされると

いう，シェパードの主張にも注目しなければならなし、。これは，革新の開発

過棋と実現化過程とでは，多様性と間紫性，或は寛容数 loosenessと援格性

tightness というように，必要な紹.識の瀦整i京銀が異なることをど灘、味してい

るのこの点からすれば，ブォレットの権威概;色は前者に於て，又バ…ナード

のそれは後者に於て要請される属性を有するものと元号、えられるつ

このように，焦点な組織の革新カに定めても，まなる組織構造が将来そ

の担い手となるかは，米だ明らかではないのである。そして，シぉパ…ドの

所誤革新産出能組織が，多様性と持賀性，寛容性と厳格性などの組織原理の総

み合わされたコンティンジ zントな組議構造"を示唆している点の当者子は，今

後の実接的研究と組織実賎の展諾を{突って決定されることになるであろう。

1) ザイモンは，現代アメリカめ労働者が後斤:!::l三の機器えを認める飯沼が狭くなって診

丈こi9uを挙げ，これは労働組合の交渉力の強化が逆に綴用主の制裁力会認めた結幾

とも言支えるが，公費約には労働法などにも炎われてし、るこのよ士会の制度の基本的

変化が重視されなければならないと震ってL、る。 IEI;ろえに，後は，制度を，rある環
境の十む，特定の人が他人との相互関係で、議案ずる役割を切らかにするんーノレJと

定義しているくSimon，op. cit.， pp. 130~13 1)。

2) マーチ日サイモンは望組織の厳格な統f械の重視が綴客の不満の増;九下位部門i甥

の利害の対立，或いは組織業綴の低下とし、う重大な逆機能H裂いているとして，そ
の議終?こ0Q従業員はた湾の命令に機械的に服従するもので、あるとする人間のγ
シン・モテ、ノレの単純な怒主主を批判しているくMarchand Simo人 op.cit.， pp. 35-

47) 0 3し鐙織の大規模化と技術家新との強い議~~青からする専門職制度 professio­

nalismの急速な除問を三重視する， v. トンブソ γは，機限階層~計j と毒手F引じめ議室会

式:る官僚制が，組襲設を硬直イヒ悦了しめラ投手持率新の開発を胤事与していると強く批判
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している (VictorA. Thompson， Bureaucracy and Innovation， 1969)。

3) Barnard， The Functions of the Executive， p. 286. 

4) 前掲拙稿181頁

5) I司書185頁

6) eg. Mack Hanan， Corporate growth throngh venture management (HBR.， vol 

47 no. 1 Jan-Feb. 1969， pp. 43-61) ; Corporate Growth throngh internal 

spin-outs (HBR.， Nov-Dec. 1969， vol. 47 no. 6， pp. 55-66)。
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